
契約番号××××××-×× 

 

平成２５年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの標準化に係る調査・実証事業 

（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業）に関する委託契約書 

 

 

 株式会社野村総合研究所（以下「甲」という。）は、○○○○株式会社（以下「乙」

という。）と、一般社団法人環境共創イニシアチブ（以下「丙」という。）より委託され

た「平成２５年度 ネット・ゼロ・エネルギー・ハウスの標準化に係る調査・実証事業」

のうちネット・ゼロ・エネルギー・ハウス実証事業について、以下により委託契約を締結

する。 

 

  目      的        甲は、別紙１の実施計画書に記載の事業（以下「委託業務」とい

う。）の実施を乙に委託し、乙はこれを受託する。 

 

 委 託 金            委託業務の実施に要した経費の額。ただし、 

    ○○，○○○，○○○円 

    （消費税及び地方消費税額○○○○円を含む。） 

    を上限とする。 

 

 完 了 期 限            平成２６年２月２８日まで 

 

  実績報告書の提出                委託業務完了の日の翌日から７日以内の日  

 期限 

 

 納   入   物     報告書（詳細版、要約版）及び関連資料・データ等を記録した 

    電子媒体（ＣＤ－Ｒ、ＤＶＤ－Ｒ等）３式 

 

  そ の 他                約定のとおり 

   

  この契約を証するため、本契約書を２通作成し、双方記名押印の上、甲、乙それぞれ１通を

保有する。 

 

  平成２５年  月  日 

 

                          甲  東京都千代田区丸の内一丁目６番５号  

     株式会社野村総合研究所 

     常務執行役員  

     コンサルティング事業本部長 此本 臣吾 

 

 

                          乙  [所在地] 

     [相手方名称] 

     [代表者氏名] 



（実施計画書（仕様書）の遵守） 

第１条 乙は、別紙１の実施計画書（仕様書）に従って委託業務を実施しなければならな

い。 

 

（納入物の提出） 

第２条 乙は、委託業務についての納入物（以下単に「納入物」という。）を完了期限ま

でに甲に提出しなければならない。 

 

（契約保証金） 

第３条 甲は、本契約に係る乙が納付すべき契約保証金の納付を全額免除する。 

 

（計画変更等） 

第４条 乙は、実施計画を変更しようとするとき（事業内容の軽微な変更の場合及び支出

計画の区分経費の１０パーセント以内の流用（人件費への流用及び一般管理費への流用

を除く。）の場合を除く。）は、あらかじめ様式第２により作成した計画変更承認申請

書を甲に提出し、その承認を受けなければならない。 

２ 甲は、前項の承認をする場合には、条件を付すことができる。 

 

（全部再委託の禁止） 

第５条 乙は、委託業務の全部を第三者に委託してはならない。 

 

（再委託） 

第６条 乙は、再委託（委託業務の一部を第三者に委託することをいい、外注及び請負を

含む。以下同じ。）してはならない。ただし、当該再委託が次の各号のいずれかに該当

する場合は、この限りでない。 

（１）本契約の締結時における別紙２の履行体制図に定めるものである場合。 

（２）甲の承認を得たものである場合。 

（３）別紙３の条件に該当する第三者に対するものである場合。 

（４）別紙４の軽微な再委託に該当する場合。 

２ 乙は、前項第２号の承認を受けようとする場合（再委託先の変更を含む。）には、あ

らかじめ様式第３により作成した再委託に係る承認申請書を甲に提出しなければならな

い。 

３ 乙は、再委託する場合には、当該再委託に係る再委託先の行為について、甲に対し全

ての責任を負う。 

４ 乙は、再委託する場合には、乙が本契約を遵守するために必要な事項について再委託

先と書面で約定しなければならない。 

 

（履行体制） 

第７条 乙は、別紙２の履行体制図に従って委託業務を実施しなければならない。 

２ 乙は、別紙２の履行体制図に変更が生じる場合には、速やかに様式第３により作成し

た履行体制図変更届出書を甲に提出しなければならない。ただし、次の各号のいずれか

に該当する場合は、この限りでない。 

（１）委託業務の実施に参加する事業者（以下「事業参加者」という。）の名称変更又

は住所移転の場合。 

（２）事業参加者との契約における契約金額の変更のみの場合。 



（３）別紙４の軽微な再委託に該当する場合。 

３ 甲は、前項の場合において、本契約の適正な履行の確保のため必要があると認めたと

きは、乙に対して変更の理由等の説明を求めることができる。 

 

（再委託に係る承認申請等の特例） 

第８条 第６条第２項の再委託に係る承認申請又は前条第２項の履行体制図変更届出を要

する事実が、第４条第１項の実施計画の変更に付随して生じる場合は、第４条第１項の

計画変更承認申請にこれを含めることができる。この場合、その承認された範囲内にお

いて、再委託に関する承認を得た又は履行体制図変更届出を行ったものとみなす。 

２ 第６条第２項の再委託の承認を得た場合は、その承認された範囲内において、履行体

制図変更届出を行ったものとみなす。 

 

（債権譲渡の禁止） 

第９条 乙は、本契約によって生じる権利の全部又は一部を甲の承諾を得ずに、第三者に

譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

（監督等） 

第１０条 乙は、甲が定める監督職員の指示に従うとともに、その職務に協力しなければ

ならない。 

２ 乙は、甲が定める監督職員から要求があるときは、委託業務の進捗状況等について報

告しなければならない。 

 

（委託業務完了報告書の提出） 

第１１条 乙は、委託業務が完了したときは、直ちに、様式第４により作成した委託業務

完了報告書を甲に提出しなければならない。 

 

（委託業務完了の検査） 

第１２条 甲は、前条の委託業務完了報告書を受理した日から１０日以内の日（当該期間

の末日が休日（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年１２月法律第９１号）第１条

第１項各号に掲げる日をいう。）に当たるときは、当該末日の翌日を当該期間の末日と

する。）又は委託業務の完了期限の末日の属する年度の３月３１日のいずれか早い日ま

でに、完了した委託業務が本契約の内容に適合するものであるかどうかを検査し、委託

業務の完了を確認しなければならない。 

２ 甲は、前項の確認を行った後に、乙が納入物の引渡しを申し出たときは、直ちに当該

納入物の引渡しを受けなければならない。 

３ 甲は、前項の規定による引渡しの前においても、納入物の全部又は一部を乙の承諾を

得て使用することができる。 

 

（実績報告書の提出） 

第１３条 乙は、様式第５により作成した実績報告書を約定期限（当該期間の末日が休日

（行政機関の休日に関する法律（昭和６３年１２月法律第９１号）第１条第１項各号に

掲げる日をいう。）に当たるときは、当該末日の前日を当該期間の末日とする。）まで

に甲に提出しなければならない。 

 

（支払うべき金額の確定） 



第１４条 甲は、第１２条第１項の確認及び納入物の引渡しを受けた後、前条の規定によ

り提出された実績報告書の内容の審査及び必要に応じて現地調査を行い、委託業務の実

施に要した経費の証ひょう、帳簿等の調査により支払うべき金額を確定し、これを様式

第１６により乙に通知しなければならない。支払うべき金額を修正すべき事由が判明し

た場合も同様とする。 

 

（支払） 

第１５条 乙は、前条の通知を受けた後に、様式第６により作成した精算払請求書を提出

する。この場合において、甲は、乙から適法な精算払請求書を受理した日から３０日以

内の日（当該期間の末日が銀行等の休日に当たるときは、当該末日の前日を当該期間の

末日とする。）までの期間（以下「約定期間」という。）内に支払を行わなければなら

ない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は委託業務の完了前に委託業務に必要な経費として様式

第７により作成した概算払請求書を提出することができる。この場合において、甲は、

当該請求に対し支払うことが適当であると判断したときは、支払を行うことができる。 

 

（差額の返還又は支払） 

第１６条 乙が第１５条第２項の規定により概算払を受領している場合であって、当該概

算払の合計額が確定額を超えている場合には、乙は、甲の指示により、その超える額を

甲に返還しなければならない。 

２ 乙が第１５条第２項の規定により概算払を受領している場合であって、当該概算払の

合計額が確定額に満たない場合には、第１５条第１項を準用する。 

 

（契約の解除等） 

第１７条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、催告を要さず本契約を直ち

に解除することができる。この場合、甲は乙に対して委託金その他これまでに履行され

た委託業務の対価及び費用を支払う義務を負わない。 

（１）乙が、天災その他不可抗力の原因によらないで、完了期限までに委託業務を完了

しないとき又は完了期限までに委託業務を完了する見込みがないと甲が認めたと

き。 

（２）乙が正当な事由なく解約を申出たとき。 

（３）本契約の履行に関し、乙又はその使用人等に不正の行為があったとき。 

（４）前各号に定めるもののほか、乙が本契約の規定に違反したとき。 

２ 甲は、前項の規定により本契約を解除した場合において、委託金の全部又は一部を乙

に支払っているときは、その全部又は一部を期限を定めて返還させることができる。 

 

（延滞金） 

第１８条 乙は、第１６条第１項の規定により甲に確定額を超える額を返納告知のあった

期限までに返納しないときは、その期限の翌日からこれを国に返納する日までの期間に

応じ、当該未返納金額に対し、財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を支払わな

ければならない。 

２ 乙は、前条第２項の規定により甲に委託金の全部若しくは一部を返還する場合であっ

て、甲の定めた期限までに甲に返還しなかったときは、期限の翌日から支払をする日ま

での日数に応じ、年５パーセントの割合により計算した延滞金を支払わなければならな

い。 



 

（帳簿等の整備） 

第１９条 乙は、委託金について、その収支を明らかにした帳簿等を備え、かつ、全ての

証拠書類を整備しなければならない。 

２ 乙は、委託業務に従事した時間等を明らかにするため、次の各号の帳簿等を日々作成

しなければならない。 

（１）委託業務に従事した者の出勤状況を証明するに足る帳簿等 

（２）前号の者ごとにおいて実際に委託業務に従事した時間を証明するに足る帳簿等 

３ 乙は、前二項の帳簿等を委託業務の完了の日の属する年度終了後５年間保存しておか

なければならない。 

 

（財産の管理） 

第２０条 乙は、委託業務の実施により取得した財産（以下「取得財産」という。）につ

いて、委託業務完了後においても善良な管理者の注意をもって管理し、甲の指示があっ

たときはその指示に従って処分しなければならない。 

２ 乙は、取得財産について様式第８による取得財産管理台帳を備え、甲から別に指示が

ある場合のほかは、委託業務完了後、様式第８により作成した取得財産明細表を実績報

告書に添付して提出し、必要な場合は、処分に関して甲の指示を受けるものとする。 

 

（コンテンツの定義） 

第２１条 この契約書において「コンテンツ」とは、コンテンツの創造、保護及び活用の

促進に関する法律（平成１６年法律第８１号）第２条第１項に規定するものをいう。 

 

（知的財産権の範囲） 

第２２条 この契約書において「知的財産権」とは、次の各号に掲げるものをいう。 

（１）特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権（以下「特許権」という。）、 

実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権（以下「実用新案権」 

という。）、意匠法（昭和３４年法律第１２５号）に規定する意匠権（以下「意匠権」 

という。）、商標法（昭和３４年法律第１２７号）に規定する商標権（以下「商標権」 

という。）、半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）に 

規定する回路配置利用権（以下「回路配置利用権」という。）、種苗法（平成１０年 

法律第８３号）に規定する育成者権（以下「育成者権」という。）及び外国における 

上記各権利に相当する権利（以下「産業財産権」と総称する。） 

（２）特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける 

権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、商標法に規定する商標登録を受ける 

権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律第３条第１項に規定する回路配置利用 

権の設定の登録を受ける権利、種苗法第３条に規定する品種登録を受ける地位及び外 

国における上記各権利に相当する権利（以下「産業財産権を受ける権利」と総称する。） 

（３）著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定する著作物の著作権及び外国における 

上記の権利に相当する権利（以下「著作権」という。） 

（４）事業活動に有用な技術上又は営業上の情報のうち、秘密として管理され、公然と知 

られていないものであって、甲、乙協議の上、特に指定するもの（以下「特定情報」 

という。）に関して不正競争防止法（平成５年法律第４７号）上保護される利益に係 

る権利。 

２ この契約書において、「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実



用新案権の対象となるものについては考案、意匠権、商標権、回路配置利用権及び著作

権の対象となるものについては創作、育成者権の対象となるものについては育成並びに

特定情報については案出をいう。 

３ この契約書において「知的財産権の実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、

実用新案法第２条第３項に定める行為、意匠法第２条第３項に定める行為、商標法第２

条第３項に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める

行為、種苗法第２条第５項に定める行為、著作権法第２条第１項第７の２号、第９の５

号、第１１号にいう翻案、第１５号、第１６号、第１７号、第１８号及び第１９号に定

める行為並びに特定情報の使用及び開示をいう。 

 

 

（知的財産権の帰属） 

第２３条 甲は、契約締結日に乙が次の各号のいずれの規定も遵守することを様式第９に

よる書面で甲に届け出た場合、委託業務において制作したコンテンツに係る知的財産権

を乙から譲り受けないものとする。 

（１）乙は、委託業務に係るコンテンツに係る知的財産権については、遅滞なく、第２４ 

条の規定に基づいて、その種類その他の情報を甲に報告する。 

（２）乙は、甲が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求 

める場合には、無償で当該コンテンツを利用する権利を甲に許諾する。 

（３）乙は、当該コンテンツを相当期間活用していないと認められ、かつ、当該コンテ 

ンツを相当期間活用していないことについて正当な理由が認められない場合におい 

て、甲が当該コンテンツの活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を 

明らかにして求めるときは、当該コンテンツを利用する権利を第三者に許諾する。 

（４）乙は、甲以外の第三者に当該知的財産権の移転又は当該知的財産権についての専 

用実施権（仮専用実施権を含む。）若しくは専用利用権の設定その他日本国内にお 

いて排他的に実施する権利の設定若しくは移転の承諾（以下「専用実施権等の設定 

等 」という。）をするときは、合併又は分割により移転する場合及び次のイからハ 

までに規定する場合を除き、あらかじめ甲の承認を受ける。 

イ 子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第 

４号に規定する親会社をいう。）に当該知的財産権の移転又は専用実施権等の設 

定等をする場合 

ロ 承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促 

進に関する法律（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同 

法第５条第１項の変更の承認を受けた者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１ 

２条第１項又は同法第１３条第１項の認定を受けた者）に当該知的財産権の移転 

又は専用実施権等の設定等をする場合 

ハ 技術研究組合が組合員に当該知的財産権の移転又は専用実施権等の設定等をす 

る場合 

２ 甲は、乙が前項で規定する書面を提出しない場合、乙から当該知的財産権を譲り受け

るものとする。 

３ 乙は、第１項の書面を提出したにもかかわらず同項各号の規定のいずれかを満たして

おらず、更に満たしていないことについて正当な理由がないと甲が認める場合、当該知

的財産権を無償で甲に譲り渡さなければならない。 

 

（国等による無償の実施） 



第２４条 甲又は甲が指定する第三者は、前条第１項の規定にかかわらず、本契約の委託

目的を達成するために必要な場合には、無償で委託業務に係るコンテンツに係る知的財

産権を実施することができる。 

 

（知的財産権の報告） 

第２５条 乙は、委託業務に係る産業財産権の出願又は申請を行ったときは、出願の日か

ら６０日以内に、様式第１０による産業財産権出願通知書を甲に提出しなければならな

い。 

２ 乙は、前項に係る国内の特許出願、実用新案登録出願、意匠登録出願、商標登録出願

を行う場合は、特許法施行規則第２３条第６項及び同規則様式２６備考２４等を参考に

して、当該出願書類に国の委託業務において制作したコンテンツに係る出願である旨を

記載しなければならない。 

３ 乙は、第１項に係る産業財産権の出願に関して設定の登録等を受けた場合には、設定

の登録等の日から６０日以内に、様式第１１による産業財産権通知書を甲に提出しなけ

ればならない。 

４ 乙は、委託業務に係る著作物が得られた場合には、著作物が完成した日から６０日以

内に、様式第１２による著作物通知書を甲に提出しなければならない。 

５ 乙は、委託業務に係るコンテンツを利用したとき及び第三者にその実施を許諾したと

き（ただし、第２７条第３項に規定する場合を除く。）は、甲に対して様式第１３によ

るコンテンツ利用届出書を遅滞なく提出しなければならない。 

 

（知的財産権の移転） 

第２６条 乙は、委託業務に係る知的財産権を甲以外の第三者に移転する場合には、第２

３条、第２４条、第２５条、第２７条、第２８条及び本条の規定の適用に支障を与えな

いよう当該第三者に約させなければならない。 

２ 乙は、前項の移転を行う場合には、当該移転を行う前に、様式第１４による移転承認

申請書を甲に提出して甲の承認を受けなければならない。ただし、合併又は分割により

移転する場合及び第２３条第１項第４号イからハまでに定める場合には、この限りでは

ない。 

３ 乙は、第１項の移転を行ったときは、様式第１４の２による移転通知書を遅滞なく甲

に提出しなければならない。 

 

（知的財産権の実施許諾） 

第２７条 乙は、委託業務に係る知的財産権について甲以外の第三者に実施を許諾する場

合には、第２３条、第２４条及び本条の規定の適用に支障を与えないよう当該第三者に

約させなければならない。 

 

２ 乙は、委託業務に係る知的財産権に関し、甲以外の第三者に専用実施権等の設定等を

行う場合には、当該設定等を行う前に、様式第１５による専用実施権等設定承認申請書

を甲に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、第２３条第１項第４号イか

らハまでに定める場合には、この限りではない。 

３ 乙は、前項の専用実施権等の設定等を行ったときは、様式第１５の２による専用実施

権等設定通知書を遅滞なく甲に提出しなければならない。 

 

（知的財産権の放棄） 



第２８条 乙は、委託業務に係る知的財産権を放棄する場合は、当該放棄を行う前に、そ

の旨を甲に報告しなければならない。 

 

（特定情報の指定） 

第２９条 甲及び乙は、協議の上、委託業務に係るコンテンツに関する特定情報に該当す

るものについて、速やかに指定するものとする。 

 

（知的財産権の管理） 

第３０条 第２３条第２項に該当する場合、乙は、委託業務に係るコンテンツの制作につ

いて、次の各号に掲げる手続を甲の名義により行うものとする。 

（１）特許権、実用新案権、意匠権、商標権又は育成者権に係る権利にあっては、出願か 

ら権利の成立に係る登録まで必要となる手続 

（２）回路配置利用権にあっては、申請から権利の成立に係る登録までに必要な手続 

２ 甲は、前項の場合において委託業務に係る産業財産権の権利の成立に係る登録が日本

国において行われたとき（ただし、日本国における登録が行われたとき権利が成立して

いない他の外国の権利にあっては、当該外国において権利が成立したときとする。）に、

乙に対し、乙が当該産業財産権の出願又は申請、審査請求及び権利の成立に係る登録ま

でに要したすべての経費を支払うものとする。 

 

（職務発明規定の整備） 

第３１条 乙は、この契約の締結後速やかに従業者又は役員（以下「従業者等」という。）

が行った発明等が委託業務を実施した結果得られたものであり、かつ、その発明等をす

るに至った行為がその従業者等の職務に属する場合には、その発明等に係る知的財産権

が乙に帰属する旨の契約をその従業者等と締結し、又はその旨を規定する職務規程等を

定めなければならない。ただし、乙が知的財産権を従業者等から乙に承継させる旨の契

約を乙の従業者等と既に締結し、又はその旨を規定する勤務規則等を定めており、これ

らを委託業務に適用できる場合は、この限りでない。 

 

（知的財産等の使用） 

第３２条 乙は、知的財産権その他第三者の権利の対象になっているものを使用するとき

は、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。 

  

（現地調査等） 

第３３条 甲は、委託業務の実施状況の調査及び支払うべき金額の確定のために必要と認

めるときは、乙に対し報告をさせ、又は所属の職員に乙の事務所、事業場等において委

託業務に関する帳簿類その他の物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることがで

きる。 

 

（故意又は重過失による過払いがある場合の措置） 

第３４条 甲は、乙の故意又は重過失により委託金の過払いが発生していると認めるとき

は、乙に対してその事実関係の説明や資料の提出を求める等、事実関係の調査を行うこ

とができる。 

２ 前項に基づく調査の結果、甲が乙の故意又は重過失に起因する過払いがあると判断し

たときは、乙は、甲の要求に従い、甲が指定する期日までに甲に対して委託業務につい

ての修正実績報告書を提出しなければならない。 



３ 甲は、必要と認める場合には、第１項の調査の結果及び前項の修正実績報告書を踏ま

えて甲が過払いと認める金額につき、乙に対して直ちに返還するよう求めることができ

る。この場合、甲は、当該過払い額につき、乙がこれを受領した日の翌日から過払い額

の納付の日までの日数に応じ、年５パーセントの割合により計算した利息を付すことが

できる。 

 

（公表の禁止） 

第３５条 乙は、甲の許可を得ないで委託業務の内容を公表してはならない。 

 

（個人情報の取扱い） 

第３６条 乙は、甲から預託された個人情報（生存する個人に関する情報であって、当該

情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述又は個人別に付された番号、記号その他の

符号により当該個人を識別できるもの（当該情報のみでは識別できないが、他の情報と

容易に照合することができ、それにより当該個人を識別できるものを含む。）をいう。

以下同じ。）については、善良なる管理者の注意をもって取り扱わなければならない。 

２ 乙は、甲から預託された個人情報を取り扱わせる業務を第三者に再委託する場合は、

本条に定める、甲が乙に求めた個人情報の適切な管理のために必要な措置と同様の措置

を当該第三者に求め、かつ当該第三者がそれを遵守することにつき約定しなければなら

ない。 

３ 乙は、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただし、事前に甲の承認を得た場合

は、この限りでない。 

（１）甲から預託された個人情報を第三者（前項に該当する場合を除く。）に提供し、

又はその内容を知らせること。 

（２）甲から預託された個人情報について、本契約の目的の範囲を超えて使用し、複製

し、又は改変すること。 

４ 乙は、甲から預託された個人情報を取り扱う場合には、責任者等の管理体制、個人情

報の管理の状況についての検査に関する事項等の安全管理に必要な事項について定めた

書面を甲に提出するとともに、個人情報の漏えい、滅失、毀損の防止その他の個人情報

の適切な管理のために必要な措置を講じなければならない。 

５ 甲は、必要があると認めるときは、所属の職員に、乙の事務所、事業場等において、

甲が預託した個人情報の管理が適切に行われているか等について調査をさせ、乙に対し

必要な指示をさせることができる。 

６ 乙は、委託業務を完了し、又は解除したときは、甲から預託された個人情報を速やか

に甲に返還するとともに、各種媒体に保管されている個人情報については、直ちに復元

又は判読不可能な方法により当該情報の消去又は廃棄しなければならない。ただし、甲

が別に指示したときは、乙はその指示に従わなければならない。 

７ 乙は、甲から預託された個人情報について漏えい、滅失、毀損、その他本条に係る違

反等の事実を認識した場合には、直ちに被害の拡大防止等のため必要な措置を講ずると

ともに、甲に当該事実が発生した旨、被害状況、復旧等の措置及び本人（個人情報によ

り識別されることとなる特定の個人）への対応等について直ちに報告しなければならな

い。また、甲から更なる指示を受けた場合には、乙は甲の指示に従わなければならない。 

８ 乙は、甲から預託された個人情報以外に、委託業務に関して自ら収集又は作成した個

人情報については、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に基づい

て取り扱うこととし、甲が別に指示した場合はそれに従わなければならない。 

９ 第１項及び第３項の規定については、委託業務を完了し、又は解除した後であっても、



なおその効力を有する。 

 

（秘密の保持） 

第３７条 乙は、本契約による作業の一切（甲より開示された資料や情報を含む。）につ

いて、秘密の保持に留意し、漏えい防止の責任を負う。 

２ 乙は、本契約終了後においても前項の責任を負う。 

 

（甲による契約の公表） 

第３８条 乙は、本契約の名称、概要、委託金額、乙の氏名又は名称及び住所等を甲が公

表することに同意する。 

 

 

（契約書の解釈） 

第３９条 本契約に関する一切の事項については、甲、乙協議の上、書面の合意にていつ

でも変更することができる。 

２ 本契約の規定について解釈上疑義を生じた場合、又は契約に定めのない事項について

は、甲、乙協議の上決定する。 

３ 本契約に関する訴えの第一審は、甲の所在地を管轄する地方裁判所の管轄に専属する。 

 

 

特記事項 

 

【特記事項１】 

（談合等の不正行為による契約の解除） 

第１条 甲は、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解除することができる。 

（１）本契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２

年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為を行ったことにより、次のイからニまでのいずれかに該当することと

なったとき 

イ 独占禁止法第４９条第１項に規定する排除措置命令が確定したとき 

ロ 独占禁止法第５０条第１項に規定する課徴金納付命令が確定したとき 

ハ 独占禁止法第６６条第４項の審決が確定したとき 

ニ 独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨  

 の通知があったとき 

（２）本契約に関し、乙の独占禁止法第８９条第１項又は第９５条第１項第１号に規定

する刑が確定したとき 

（３）本契約に関し、乙（法人の場合にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑

法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は第１９８条に規定する刑が確定し

たとき 

 

（談合等の不正行為に係る通知文書の写しの提出） 

第２条 乙は、前条第１号イからニまでのいずれかに該当することとなったときは、速や

かに、次の各号の文書のいずれかの写しを甲に提出しなければならない。 

（１）独占禁止法第４９条第１項の排除措置命令書 

（２）独占禁止法第５０条第１項の課徴金納付命令書 



（３）独占禁止法第６６条第４項の審決についての審決書 

（４）独占禁止法第７条の２第１８項又は第２１項の課徴金納付命令を命じない旨の通

知文書 

 

（談合等の不正行為による損害の賠償） 

第３条 乙が、本契約に関し、第１条の各号のいずれかに該当したときは、甲が本契約を

解除するか否かにかかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要す

ることなく、乙は、契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更

後の契約金額）の１００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があ

るときは、その端数を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定

する期間内に支払わなければならない。 

２ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

３ 第１項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、

甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することがで

きる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支

払わなければならない。 

４ 第１項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超え

る場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げ

るものではない。 

５ 乙が、第１項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

【特記事項２】 

（暴力団関与の属性要件に基づく契約解除） 

第４条 甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、何らの催告を要せず、

本契約を解除することができる。 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為

の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号）第２条第２号に規定する暴力団を

いう。以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法

人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している

者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をい

う。以下同じ。）であるとき 

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害

を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与する

など直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与している

とき 

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難され

るべき関係を有しているとき 

 

（下請負契約等に関する契約解除） 

第５条 乙は、本契約に関する下請負人等（下請負人（下請が数次にわたるときは、すべて

の下請負人を含む。）及び再受任者（再委任以降のすべての受任者を含む。）並びに自



己、下請負人又は再受任者が当該契約に関連して第三者と何らかの個別契約を締結する

場合の当該第三者をいう。以下同じ。）が解除対象者（前条に規定する要件に該当する

者をいう。以下同じ。）であることが判明したときは、直ちに当該下請負人等との契約

を解除し、又は下請負人等に対し解除対象者との契約を解除させるようにしなければな

らない。 

２ 甲は、乙が下請負人等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは下請負

人等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該下請負

人等との契約を解除せず、若しくは下請負人等に対し契約を解除させるための措置を講

じないときは、本契約を解除することができる。 

 

 

 

（損害賠償） 

第６条 甲は、第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合は、これにより

乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。 

２ 乙は、甲が第４条又は前条第２項の規定により本契約を解除した場合において、甲に

損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。 

３ 乙が、本契約に関し、前項の規定に該当したときは、甲が本契約を解除するか否かに

かかわらず、かつ、甲が損害の発生及び損害額を立証することを要することなく、乙は、

契約金額（本契約締結後、契約金額の変更があった場合には、変更後の契約金額）の１

００分の１０に相当する金額（その金額に１００円未満の端数があるときは、その端数

を切り捨てた金額）を違約金（損害賠償額の予定）として甲の指定する期間内に支払わ

なければならない。 

４ 前項の規定は、本契約による履行が完了した後も適用するものとする。 

５ 第２項に規定する場合において、乙が事業者団体であり、既に解散しているときは、

甲は、乙の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の支払を請求することがで

きる。この場合において、乙の代表者であった者及び構成員であった者は、連帯して支

払わなければならない。 

６ 第３項の規定は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する損害賠償金の金額を超え

る場合において、甲がその超える分について乙に対し損害賠償金を請求することを妨げ

るものではない。 

７ 乙が、第３項の違約金及び前項の損害賠償金を甲が指定する期間内に支払わないとき

は、乙は、当該期間を経過した日から支払をする日までの日数に応じ、年５パーセント

の割合で計算した金額の遅延利息を甲に支払わなければならない。 

 

（不当介入に関する通報・報告） 

第７条 乙は、本契約に関して、自ら又は下請負人等が、暴力団、暴力団員、暴力団関係

者等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）

を受けた場合は、これを拒否し、又は下請負人等をして、これを拒否させるとともに、

速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに警察への通報及び捜査上必要な協力を

行うものとする。 



（様式第１） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日   

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

計画変更承認申請書 

 

  契約書第４条第１項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

１．契約件名 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．委託金額（委託金額の変更を伴う場合は、新旧対比で記載すること） 

委託金額  

 

３．業務の進捗状況（業務内容ごとに、簡潔に記載すること。） 

業務の進捗状況 

 

 

 

４．計画変更の内容・理由及び計画変更が業務に及ぼす影響（詳細に記載すること。また、支出計画の変更

を申請する場合は、別葉にて新旧対比で作成すること。） 

計画変更の内容・理由 

 

 

 

 

 

計画変更が業務に及ぼす影

響 

 

 

 

 

５．再委託内容（複数ある場合は再委託先ごとに記載することとし、再委託先の変更の場合は新旧対比する

こと。） 

再委託先の氏名又は名称及

び住所 

 

再委託先が業務を終了すべ

き時期 

 

再委託する（又は再委託先を

変更する）理由 

 



６．履行体制図（契約書別紙２に準じ、作成すること。） 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 必要に応じ、別葉を作成すること。 

（この申請書の提出時期：計画変更を行う前。）



（様式第２） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日   

  株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

再委託に係る承認申請書 

 

契約書第６条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．再委託内容（複数ある場合は再委託先ごとに記載することとし、再委託先の変更の場合は新旧対比する

こと。） 

再委託先の氏名又は名称及

び住所 

 

再委託先が業務を終了すべ

き時期 

 

再委託する（又は再委託先を

変更する）理由 

 

 

３．履行体制図（契約書別紙２に準じ、作成すること。） 

変更前 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 必要に応じ、別葉を作成すること。 

（この申請書の提出時期：再委託を行う前。） 



（様式第３） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日   

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

履行体制図変更届出書 

 

  契約書第７条第２項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．履行体制図（契約書別紙２に準じ、作成すること。）

 

変更前 変更後 

  

※ 必要に応じ、別葉を作成すること。 

（この届出書の提出時期：履行体制変更の意思決定後、速やかに。） 



（様式第４） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日   

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

委託業務完了報告書 

 

 

契約書第１１条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

 

記 

 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．委託金額 

委託金額  

 

３．委託業務完了期限 

委託業務完了期限  

 

４．委託業務完了年月日 

委託業務完了年月日  

 

 

 

 

 

 

（ この報告書の提出時期：委託業務が完了した後、直ちに。） 



（様式第５） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

実績報告書 

 

  契約書第１３条の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．委託金額 

委託金額  

 

３．実施した委託業務の概要 

委託業務の概要 

 

 

 

 

４．委託業務実施期間中の進捗管理状況（注１） 

日程 対応者 連絡事項 

   

 

５．委託業務に要した経費 

（１）支出総額 

総括表（注２）                                                              （単位：円） 

区分 委託金額 流用額 

消費税等 

組入額 

流用等後額 支出実績額 

受けるべき 

委託金の額 

 

 

 

 

 

      

合計       

（２）支出内訳（実施計画書中、支出計画の例により作成すること。） 

※ 必要に応じ、別葉を作成すること。 



 

＜記載要領＞ 

 

（注１）： 委託業務実施期間中の進捗管理状況は、以下の記入例のように記載する。 

日程 対応者 連絡事項 

○年○月○日 ・野村総合研究所 

 ○○部 ○○部長 

・○○株式会社○○部長 

・○○○○○事業の中間報告 

・今後のスケジュール 

○年×月×日 ・野村総合研究所 

 ○○部 ○○部長 

・××株式会社××課長 

・×××××調査に係る出張報告 

・今後のスケジュール 

 

（注２）： 総括表は、以下のとおり記載する。 

 ・区分 支出計画中の区分経費の名称を記載する。 

 ・委託金額 区分経費ごとに、委託金額（計画変更の承認を行った場合は当該変更後の額）を記載す

る。 

 ・流用額 支出計画の区分経費の１０パーセント以内の流用を行う場合は、区分経費ごとにその額を

記載する。 

 ・消費税等組入額 区分経費ごとに、消費税及び地方消費税相当額を記載する。 

 ・流用等後額 委託金額、流用額及び消費税等組入額の合計を区分経費ごとに記載する。 

 ・支出実績額 委託業務に要した経費を区分経費ごとに記載する。 

なお、一般管理費の額は、支出計画において一般管理費の算出基礎とした経費に対応

する支出実績額の合計額に、支出計画における一般管理費の実質率（計画変更の承認

を行った場合は当該変更後の実質率）を乗じて得た額を超えてはならない。 

 ・受けるべき委託金の額 区分経費ごとに、流用後額と支出実績額のいずれか少ない額を記載する。 

 

総括表（記入例） 

                                                             

区分 委託契約額 流用額 

消費税等 

組入額 

流用等後額 支出実績額 

受けるべき 

委託金の額 

１．人件費 

 

２．事業費 

 

３．再委託

費 

 

４．一般管

理費 

1,000,000 

 

1,000,000 

 

500,000 

 

 

200,000 

-10,000 

 

-10,000 

 

20,000 

 

 

- 

49,500 

 

49,500 

 

26,000 

 

 

10,000 

1,039,500 

 

1,039,500 

 

546,000 

 

 

210,000 

1,039,500 

 

1,039,500 

 

546,000 

 

 

207,900 

1,039,500 

 

1,039,500 

 

546,000 

 

 

207,900 

 

小計 

 

2,700,000 

 

- - - - - 

消費税及び

地方消費税

相当額 

 

135,000 - - - - - 

合計 2,835,000 - 135,000 2,835,000 2,832,900 2,832,900 

（この報告書の提出時期：約定期限まで。） 



（様式第６） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日   

 

  株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

精算払請求書 

 

 

契約書第１５条の規定に基づき、精算払を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．請求金額（単位は円とし、算用数字を用いること。） 

請求金額  

 

３．振込先金融機関名等 

振込先金融機関名  

支店名  

預金の種別  

口座番号  

口座の名義人  

 

 

 

 

 

 

 

 

（この請求書の提出時期：契約書第１４条の通知を受けた後。） 



（様式第７） 

                                                     記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

  株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

                                                住          所 

                                                名     称 

                        代 表 者 氏 名  印 

 

 

概算払請求書 

 

 

契約書第１５条第２項の規定に基づき、概算払を下記のとおり請求します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．請求金額（単位は円とし、算用数字を用いること。） 

請求金額  

 

３．概算払を必要とする理由 

概算払を必要とする理由 

 

 

 

４．振込先金融機関名等 

振込先金融機関名  

支店名  

預金の種別  

口座番号  

口座の名義人  

 

 

 

 

 

 

※ この請求書には、別紙「概算払請求内訳書」を添付すること。 

（この請求書の提出時期：概算払財務大臣協議が整い、概算払を受けることを希望するとき。） 



（別  紙） 

 

 

 

概算払請求内訳書 

       （単位：円） 

区分 

委託 

金額 

(a) 

流用額

(b) 

消費税等 

組入額 

(c) 

流用等 

後額 

(d)= 

(a)+(b)+

(c) 

支出 

実績額 

(e) 

支出 

見込額 

(f) 

合計額

(g)= 

(e)+(f) 

既受領

額 

(h) 

請求額

(i) 

残額 

(j)= 

(d)-(h)-

(i) 

 

 

 

 

 

          

合計           

 



（様式第８） 

 

                             取 得 財 産 管 理 台 帳             

                             取 得 財 産 明 細 表              （平成  年度） 

 

区分 財産名 規格 数量 単価 金  額 取得年月日 保管場所 備考 管理方法 

（イ） ○○○○器 GP-1XXX 1 552,000円 552,000円 H22.01.20 東京都○○区○○

x-x-x 

○○検査所内倉庫 

継続使用：可 

傷：有（外装に

使用に伴う傷

があるが、機能

に支障をきた

すものではな

い。） 

特記事項：ノウ

ハウ財産 

 

 

（注） 

１．この様式は、管理台帳、明細表両表とし、いずれかを表示すること。なお、対象となる取得財産は、取

得価格の単価が消費税及び地方消費税込みで２０万円以上の財産とする。ただし、複数の機器等から構成

される取得財産は、取得価格の総額が消費税及地方消費税込みで２０万円以上とする。 

 

２．区分は、（ア）事務用備品、（イ）事業用備品、（ウ）書籍、資料、図面類、（エ）無体財産権（産業

財産権等）、（オ）その他の物件（不動産及びその従物）とする。 

 

３．規格は、型式などその財産のスペック等の参考になるものを記載すること。 

 

４．数量は、同一規格等であれば、一括して記載して差し支えない。単価が異なる場合は、分割して記載す

ること。 

 

５．取得年月日は、受託者が取得財産の検収をおこなった年月日を記載すること。 

 

６．保管場所は、住所及び保管場所を記載すること。 

 

７．備考は、財産の状態（継続使用の可否・傷の有無・特記すべき事項）を記載すること。 

 特記すべき事項の例 

 ・ノウハウ財産 

 ・ライセンス財産（使用許諾権の移転の可否及び使用許諾期間の終了時期 等） 

 ・○○部分は、事業実施過程において消耗してしまった為、継続使用には交換の必要がある。 

 

※ 管理方法への記載は不要（本明細表の受理後、野村総合研究所で記載することを想定している。） 

 

（この明細表の提出時期：実績報告書の提出時。また、甲から別に指示があったとき。） 

 



（様式第９） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

確認書 

 

  ｛名称 代表者氏名｝（以下「乙」という。）は、貴社（以下「甲」という。）に対し下記の事項を約

する。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．乙は、上記委託業務において制作したコンテンツに係る知的財産権は遅滞なく、当該委託契約書の規定

に基づいて、その種類その他の情報を甲に報告する。  

 

３．乙は、甲が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で

委託業務に係るコンテンツを利用する権利を甲に許諾する。  

 

４．乙は、当該コンテンツを相当期間活用していないと認められ、かつ、当該コンテンツを相当期間活用し

ていないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該コンテンツの活用を促進するた

めに特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該コンテンツを利用する権利を第三

者に許諾する。  

 

５．乙は、上記３．に基づき、甲に利用する権利を許諾した場合には、甲の円滑な権利の利用に協力する。 

 

６．乙は、甲が上記４．に基づき、当該コンテンツを相当期間活用していないことについて理由を求めた場

合には甲に協力するとともに、遅滞なく、理由書を甲に提出する。  

 

７．乙は、甲以外の第三者に当該知的財産権の移転又は当該知的財産権についての専用実施権（仮専用実施

権を含む。）若しくは専用利用権の設定その他日本国内において排他的に実施する権利の許諾若しくは移

転の承諾（以下「専用実施権等の設定」という。）をするときは、合併又は分割により移転する場合及び

次のイからハに規定する場合を除き、あらかじめ甲の承認を受ける。 



イ 乙が株式会社である場合に、乙がその子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は

親会社（同条第４号に規定する親会社をいう。）に移転又は専用実施権等の設定をする場合 

ロ 乙が承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平

成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受けた者を

含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１２条第１項又は同法第１３条第１項の認定を受けた者）に移転又

は専用実施権等の設定をする場合 

ハ 乙が技術研究組合である場合に、乙がその組合員に移転又は専用実施権等の設定をする場合  



 （様式第１０） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

産業財産権出願通知書 

 

 

  契約書第２５条第１項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．出願国（注１） 

 

４．出願等に係る産業財産権の種類（注２） 

 

５．発明等の名称（注３） 

 

６．出願日 

 

７．出願番号（注４） 

 

８．出願人 

 

９．代理人 

 

１０．優先権主張（注５） 



記載要領 

（注１）： 出願（又は申請）を行った国の名称を記載する。当該出願が国際特許出願（ＰＣＴ）であると

きは、その旨を記載する。 

 

（注２）： 特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権、育成者権のうち、該当するものを記

載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するものを記載する。以下同

じ。） 

 

（注３）： 特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係

る物品、商標権については商標の名称、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路

配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する

農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。 

 

（注４）： 当該出願が、国際特許出願を各国における国内段階に移行した特許出願である場合は、各国に

おける出願番号の他に、国際特許出願番号を記載する。 

 

（注５）： 当該特許出願等が優先権主張を伴う場合は、以下の事項を記載する。 

（１）優先権主張の種類 

・国内優先権主張（特許法第４１条第１項若しくは実用新案法第８条第１項の規定による優先

権主張、又は、各国における同様の規定に基づく優先権主張） 

・パリ条約で定める優先権主張 

・植物の新品種の保護に関する国際条約に定める優先権主張 

（２）優先権主張の基礎となる出願（又は申請）の出願国、産業財産権の種類及び番号 

 

 



（様式第１１） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

産業財産権通知書 

 

 

  契約書第２５条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．出願等に係る産業財産権の種類 

 

４．発明等の名称 

 

５．出願日 

 

６．出願番号 

 

７．出願人 

 

８．代理人 

 

９．登録日 

 

１０．登録番号 

 



（様式第１２） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

著作物通知書 

 

 

  契約書第２５条第４項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．著作物の種類 

 

４．著作物の題号 

 

５．著作者の氏名（名称） 

 

６．著作物の内容 

 



（様式第１３） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

コンテンツ利用届出書 

 

 

  契約書第２５条第５項の規定に基づき、下記のとおり届け出ます。 

 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．利用したコンテンツ 

知的財産権の種類(注１) 

及び番号(注２) 

知的財産権の名称等（注３） 

  

 

４．実施の主体（第三者は実施許諾した場合） 

 

自己 ・  第三者（注４） 

 



記載要領 

（注１）：  特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権、育成者権、著作権又は特定情報のう

ち、該当するものを記載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するも

のを記載する。以下同じ。） 

（注２）：  当該種類に係る設定登録番号又は設定登録の出願若しくは申請番号、著作物の登録番号又は管

理番号、特定情報の管理番号を記載する。 

（注３）：  特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係

る物品、商標権については商標の名称、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路

配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する

農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。 

また、著作権については、著作物の題号を記載し、特定情報については、特定情報の名称を記

載する。 

（注４)：  自己又は第三者のいずれかを○で囲む。 

 



（様式第１４） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

移転承認申請書 

 

 契約書第２６条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

 

３．移転しようとする知的財産権 

（知的財産権の種類（注１）、番号（注２）及び名称（注３）を記載する。移転先及び承認を受ける理由

が同じ場合は、複数列挙可） 

 

 

４．移転先 

（名称、住所、代表者、担当者及び連絡先を記載する。） 

 

 

５．承認を受ける理由（注４） 

（以下のいずれかを選択するとともに、別紙にて、その具体的な理由を記載する。） 

（１）移転先（移転先から実施許諾を受ける者を含む。以下同じ。）が、国内事業活動（製品の製造、

製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等）において当該知的財産権を利用するため 

（２）移転先が、海外事業活動において当該知的財産権を利用することにより、我が国に利益がもたら

されるため 

（３）その他 

 



記載要領 

（注１）： 特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権、育成者権、著作権、特定情報のうち、

該当するものを記載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するものを

記載する。以下同じ。） 

 

（注２）： 当該種類に係る設定登録番号を記載する。ただし、権利の設定登録がなされる前の権利につい

ては、出願番号又は申請番号を記載する。 

      著作権については、登録の申請を行っている場合は登録番号を、行っていない場合には管理番

号（管理番号を付している場合）を記載する。 

      特定情報については、管理番号（管理番号を付している場合）を記載する。 

 

（注３）： 特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係

る物品、商標権については商標の名称、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路

配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する

農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。 

      また、著作権については、著作物の題号を記載し、特定情報については、特定情報の名称を記

載する。 

 

（注４）： 具体的な理由を、以下の要領に従って記載すること。 

①理由が（１）の場合 

国内事業活動の内容を、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下

に限定されるものではない。） 

・当該知的財産権を利用した製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供

等の実績または具体的な計画 

・当該知的財産権に類する技術を用いた製品の製造またはサービスの提供の実績 等 

②理由が（２）の場合 

海外事業活動の内容を、以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下

に限定されるものではない。） 

・当該知的財産権を利用した製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供

等の実績または具体的な計画 

・当該知的財産権に類する技術を用いた製品の製造またはサービスの提供の実績 等 

さらに、当該知的財産権の利用により、我が国に利益がもたらされることが明確であることを、

以下の観点等を適宜用いて具体的に説明する。（用いる観点は、以下に限定されるものではな

い。） 

・移転元の経営戦略における当該移転の位置づけ（国際分業戦略等） 

・当該移転により移転元及び我が国にもたらされる利益の見込み 等 

③理由が（３）の場合 

当該知的財産権の移転が必要である理由を、具体的に説明する。 

 



（様式第１４の２） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

移転通知書 

 

 契約書第２６条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．移転する知的財産権 

（知的財産権の種類（注１）、番号（注２）及び名称（注３）を記載する。移転先及び承認を受ける理由

が同じ場合は、複数列挙可） 

 

４．移転先 

（名称、住所、代表者、担当者、連絡先及び事業の概要を記載する。）（注４） 

 

５．当該移転が認められる理由（以下のいずれかを選択する。） 

（１）契約書第２６条第２項の規定に基づき、甲の承認を受けたため（承認書の写しを添付する。） 

（２）以下の理由により承認が不要であるため（さらに以下のいずれかの理由を選択） 

イ 子会社又は親会社への移転であるため 

ロ 承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの移転であるため 

ハ 技術研究組合から組合員への移転であるため 

ニ 合併又は分割による移転であるため 

 

６．誓約事項 

当該知的財産権の移転を行うにあたり、契約書第２３条から第２８条までの規定の適用に支障を与えな

いよう移転先に約させました。 



記載要領 

（注１）：  特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権、育成者権、著作権又は特定情報のう

ち、該当するものを記載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するも

のを記載する。以下同じ。） 

 

（注２）：  当該種類に係る設定登録番号又は設定登録の出願若しくは申請番号、著作物の登録番号又は管

理番号、特定情報の管理番号を記載する。 

 

（注３）：  特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係

る物品、商標権については商標の名称、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路

配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する

農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。 

      また、著作権については、著作物の題号を記載し、特定情報については、特定情報の名称を記

載する。 



（様式第１５） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

 

専用実施権等設定承認申請書 

 

 契約書第２７条第２項の規定に基づき、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．専用実施権等（注１）を設定しようとする知的財産権 

（専用実施権等の設定を受ける者及び承認を受ける理由が同じ場合は、複数列挙可） 

知的財産権の種類（注２）、番号（注３）及

び名称（注４） 

専用実施権等の範囲（地域・期間・内容） 

  

 

４．専用実施権等の設定を受ける者 

（名称、住所、代表者、担当者及び連絡先を記載する。） 

 

５．承認を受ける理由（注５） 

（以下のいずれかを選択するとともに、別紙にて、その具体的な理由を記載する。） 

（１）専用実施権等の設定を受ける者（専用実施権者から実施許諾を受ける者を含む。以下同じ。）が、

国内事業活動（製品の製造、製品化に向けた応用・開発研究、サービスの提供等）において当該

知的財産権を利用するため 

（２）専用実施権等の設定を受ける者が、海外事業活動において当該知的財産権を利用することにより、

我が国に利益がもたらされるため 

（３）その他 



記載要領 

（注１）：  特許法第７７条に規定する専用実施権、実用新案法第１８条に規定する専用実施権、意匠法第

２７条に規定する専用実施権、商標法第３０条に規定する専用使用権、半導体集積回路の回路配

置に関する法律第１６条に規定する専用利用権、種苗法第２５条に規定する専用利用権をいう。 

著作権については、著作物を排他的に利用する権利であって、かつ、著作権者自らは、他者へ

の利用許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において利用しないことを定めている権利をいう。 

特定情報については、特定情報の保有者が第三者には開示しないこと及び特定情報の保有者自

らが他者への使用許諾に係る使用方法及び条件の範囲内において使用しないことを条件に、特定

情報の保有者から他者に開示された特定情報に関する財産上の権利をいう。 

（注２）：  特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権、育成者権、著作権、特定情報のうち、

該当するものを記載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するものを

記載する。以下同じ。） 

（注３）：  当該種類に係る設定登録番号を記載のこと。ただし、設定登録がなされる前の権利であって、

設定登録後に専用実施権等を設定することを前提に申請を行う場合には、出願番号又は申請番号

を記載のこと。 

      著作権については、登録の申請を行っている場合は登録番号を、行っていない場合には管理番

号（管理番号を付している場合）を記載する。 

      特定情報については、管理番号（管理番号を付している場合）を記載する。 

（注４）：  特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係

る物品、商標権については商標の名称、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路

配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する

農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。 

また、著作権については、著作物の題号を記載し、特定情報については、特定情報の名称を記

載する。 

（注５）： 具体的な理由を、様式第１４の記載要領（注４）に従って記載すること。 

 



（様式第１５の２） 

記     号     番     号 

平成    年    月     日 

 

 株式会社野村総合研究所 

 常務執行役員 

 コンサルティング事業本部長 

   此本 臣吾 殿 

 

住     所 

名     称 

代 表 者 氏 名  印 

 

専用実施権等設定通知書 

 

 契約書第２７条第３項の規定に基づき、下記のとおり通知します。 

 

 

記 

 

１．契約件名等 

契約締結日  契約締結時の記号番号  

契約件名  

 

 

２．開発項目 

 

３．専用実施権等（注１）を設定した知的財産権 

（専用実施権等の設定を受けた者が同じ場合は、複数列挙可） 

知的財産権の種類（注２）、番号（注３）及

び名称（注４） 

専用実施権等の範囲（地域・期間・内容） 

  

 

４．専用実施権等の設定を受けた者 

（名称、住所、代表者、担当者及び連絡先を記載する。） 

 

５．当該専用実施権等の設定が認められる理由（以下のいずれかを選択する。） 

（１）契約書第２７条第２項の規定に基づき、甲の承認を受けたため（承認書の写しを添付する。） 

（２）以下の理由により承認が不要であるため（さらに以下のいずれかの理由を選択する。） 

イ 子会社又は親会社への専用実施権等の設定であるため 

ロ 承認ＴＬＯ又は認定ＴＬＯへの専用実施権等の設定であるため 

ハ 技術研究組合から組合員への専用実施権等の設定であるため 



記載要領 

（注１）：  特許法第７７条に規定する専用実施権、実用新案法第１８条に規定する専用実施権、意匠法第

２７条に規定する専用実施権、商標法第３０条に規定する専用使用権、半導体集積回路の回路配

置に関する法律第１６条に規定する専用利用権、種苗法第２５条に規定する専用利用権をいう。 

      著作権については、著作物を排他的に利用する権利であって、かつ、著作権者自らは、他者へ

の利用許諾に係る利用方法及び条件の範囲内において利用しないことを定めている権利をいう。 

      特定情報については、特定情報の保有者が第三者には開示しないこと及び特定情報の保有者自

らが他者への使用許諾に係る使用方法及び条件の範囲内において使用しないことを条件に、特定

情報の保有者から他者に開示された特定情報に関する財産上の権利をいう。 

（注２）：  特許権、実用新案権、意匠権、商標権、回路配置利用権、育成者権、著作権、特定情報のうち、

該当するものを記載する。（外国における権利の場合には、上記各権利のうち、相当するものを

記載する。以下同じ。） 

（注３）：  当該種類に係る設定登録番号を記載のこと。ただし、設定登録がなされる前の権利であって、

設定登録後に専用実施権等を設定することを前提に申請を行う場合には、出願番号又は申請番号

を記載のこと。 

      著作権については、登録の申請を行っている場合は登録番号を、行っていない場合には管理番

号（管理番号を付している場合）を記載する。 

      特定情報については、管理番号（管理番号を付している場合）を記載する。 

（注４）：  特許権については発明の名称、実用新案権については考案の名称、意匠権については意匠に係

る物品、商標権については商標の名称、回路配置利用権については、設定登録の申請に係る回路

配置を用いて製造した半導体集積回路の名称及び分類、育成者権については、出願品種の属する

農林水産物の種類及び出願品種の名称を記載する。 

      また、著作権については、著作物の題号を記載し、特定情報については、特定情報の名称を記

載する。 

 



（様式第１６）  

平成  年  月  日 

 

 

 

 

              殿 

 

株式会社野村総合研究所 

常務執行役員 

コンサルティング事業本部長 

此本 臣吾 

 

 

確定通知書 

 

 

件名： 

 

 

 平成  年  月  日付けをもって報告のありました上記件名による委託業務に係る委託金の額につい

て、貴社弊社間の平成  年  月  日付委託契約書第１４条の規定に基づき、下記のとおり確定しまし

たので通知します。 

 

記 

 

委託金の額：￥   ,    ,   ．－ 



（別紙１） 

 

実施計画書添付 



（別紙２） 

 

【履行体制図に記載すべき事項】 

・各事業参加者の事業者名及び住所 

・契約金額（乙が再委託する事業者のみ記載のこと。） 

・各事業参加者の行う業務の範囲 

・業務の分担関係を示すもの 

 

ただし、次に掲げる事業参加者については記入の必要は無い。 

・契約金額５０万円未満の契約の相手方 

・印刷、会場借料（会場提供者からの付帯設備を含む。）、翻訳その他これに類する契約 

 の相手方 

 

【履行体制図の記載例】 

事業者名 住所 契約金額 

(税込み) 

業務の範囲 

Ａ 東京都○○ 

区・・・・ 

円  

Ｂ    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者A 

 

乙 

事業者C 

事業者B 

 



（別紙３） 

 

特定の再委託先 

（ ※ ） 

を決定するに当たっての条件 

 

【条件の記載例】 

（１）再委託の必要性及び妥当性の観点から次の条件に該当すること。 

委託業務を行う事業者自身が再委託する業務を行う能力を有していないこと

、又は 再委託を行うことにより委託事業において効率化が図られると見込まれ

ること。 

 

（２）事業者の事業執行能力の観点から次のいずれにも該当すること。 

①  再委託を受ける事業者が当該再委託契約を履行する能力を有し、委託事業の

確実な 履行が確保されること。 

② 再委託を受ける事業者が債務超過又はそれに類する状態にないこと。 

なお、「債務超過に類する状態」とは、例えば、自己資本比率が著しく低い

状態を 指す。 

③ 再委託を受ける事業者が、経済産業省所管補助金交付等の停止及び契約に係

る指名 

停止等措置要領（平成１５・０１・２９会課第１号）別表第一及び第二各号第

一欄に 掲げる措置要件のいずれにも該当しないこと。 

 

 

 

【再委託を行わない場合の記載例】 

・条件による再委託先決定は行わない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「特定の再委託先」とは、別紙２の履行体制図において「未定」となっている

再委託先 をいう。



（別紙４） 

 

 

軽微な再委託 

 

 

 軽微な再委託とは以下のいずれかのものをいう。 

 

 

１．金５０万円未満の再委託 

 

２．印刷費、会場借料（会場提供者からの付帯設備を含む。）、翻訳費その他これに類するも

の 

 

 


